
産業政策課資料
③ 社

実績 98 - - - 成果指標の ② 市民税課のデータ

分譲可能な面積（累計） 目標 0 0 0 7.8 取得方法 ③ 産業政策進課資料
④ ha

実績 0 - - - ④ 産業政策課・都市整備課資料

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

オフィス系企 企業（オフィス 佐野市で開設して 進出済オフィス系 目標 2 4 6 11 企業誘致の推 企業（産業系） 佐野市で操業して 進出済工業･物流 目標 5 10 15 20
① 社 ① 社

業の誘致 系） もらう。 企業数（累計） 実績 0 - - - 進と支援 もらう。 系企業数（累計） 実績 10 - - -

新しい働き方環境 目標 2 4 6 8 工場用地バンク利 目標 3 5 7 9
② 件 ② 件

整備費補助金利用 実績 12 - - - 用契約数（累計） 実績 1 - - -

サテライトオフィ 目標 20 40 60 80 目標
③ ％ ③

ス誘致事業の進捗 実績 0 - - - 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

新たな産業拠 産業団地として 整備方針を決定す 開発構想の検討（ 目標 3 4 4 5 目標
① 件 ①

点整備の推進 の開発候補地 る。 累計） 実績 3 - - - 実績

開発計画の具現化 目標 2 2 2 3 目標
② 件 ②

（累計） 実績 2 - - - 実績

50号沿線開発（西 目標 1 - - - 目標
③ 件 ③

側）計画の具現化 実績 1 - - - 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・民間事業者による市内へのサテライトオフィス等環境整備の充実を図るとともに、本市で行うサテライトオフィ 【施策の取組方針達成状況】

ス誘致に向けた事業を実施する。 ■ 全て達成 ・デジタル田園都市国家構想推進交付金を活用して民間事業者により中心市街地エリアと新都市エリアの２カ所

・出流原ＰＡ周辺総合物流開発、国道５０号沿線開発構想以外の候補地についても産業用地の開発可能性を検討す にコミュニティ・ワーキングスペースを整備した。
取組

る。 □ 一部未達成 ・本市に進出を望む企業の受け皿として、市内植下町の約６５haのエリアを地域未来投資促進法に基づく栃木県
方針

・国道５０号沿線開発（西側エリア）については、関係機関との調整を踏まえ、事業内容を精査する。 基本計画における重点促進区域として位置付けた。

・工場用地バンク制度を見直し、産業系以外の用途や面積要件等の緩和を検討する。 □ 全て未達成 ・国道５０号沿線開発（西側エリア）については、県産業政策課並びに企業局、土地開発公社と連絡調整を図る
施

とともに、地元町会や住民に対して説明会を開催し、開発想定エリア内に存在する既存事業所等に対する本整備
策

事業に対する意向調査を実施した。また、開発計画の具現化を図るため基本計画の策定を行った。

□ 全て達成 ・既存の工場用地バンク登録制度の中に、オフィス系企業の要望に応えることができるよう事務所の登録につい

ても検討を行った。
成果

□ 一部未達成 【成果指標達成状況】
指標

・コロナ感染症の蔓延や、複雑な国際状況を背景として、景気の先行き不透明感等もあり、目標値である市内に

■ 全て未達成 進出したオフィス系企業数並びに市内に進出した産業系企業数、

令

産業団地に進出した企

和

業数、分譲可能な面積

５

の

いずれも目標値を下

年

回った。

基本事業名 令

度

和4年度基本事業の取

　

組方針 基本事業の取組

施

方針・成果指標達成状

策

況 基本事業名 令和4年

・

度基本事業の取組方針

基

基本事業の取組方針・

本

成果指標達成状況

オフ

事

ィス系企業の ・国の補

業

助メニューを活用し、

マ

民間 取組方針 ■ 全て達

ネ

成 □ 一部未達成 □ 全て

ジ

未達成 企業誘致の推進

メ

と ・今後、本市におい

ン

て中核企業が本 取組方

ト

針 ■ 全て達成 □ 一部未

シ

達成 □ 全て未達成

誘致

ー

事業者が行うサテライ

ト

トオフィス等 成果指標

　

□ 全て達成 ■ 一部未達

（

成 □ 全て未達成 支援 社

令

機能を移転できるよう

和

な環境整備 成果指標 □

４

全て達成 ■ 一部未達成

年

□ 全て未達成

の環境整

度

備を支援することによ

実

り、 【基本事業の取り

績

組み方針達成状況】 を

に

促進するため、誘致企

基

業等に対す 【基本事業

づ

の取り組み方針達成状

く

況】

市外からのオフィ

評

ス系企業の誘致を ・デ

価

ジタル田園都市国家構

）

想推進交付金を活用し

 

て民間事業者によ る立

作

地奨励制度の構築を検

成

討する。 ・中核企業の

日

本社機能移転に向けた

 

取組みについては、既

 

存の企業

図る り中心市

令

街地エリアと新都市エ

和

リアの２カ所にコミュ

 

ニティ・ワー ・工場用

6

地バンク制度を見直し

年

、オ 立地奨励制度の法

 

人市民税相当額の奨励

3

金の追加並びに、従業

月

員数

・市が主体となっ

 

て行うサテライト キン

5

グスペースを整備した

日

。 フィス系用途を含め

基

るとともに面積 に基づ

本

く奨励金の交付等につ

目

いて検討を行った。

オ

標

フィス等の誘致のため

名

の適地の選 ・行政によ

0

るサテライトオフィス

1

整備の必要性や必然性

魅

については 要件等の緩

力

和を図ることで、多く

あ

の ・既存の工場用地バ

る

ンク登録制度の中に、

産

オフィス系企業の要望

業

に

定、取組方針を検討

で

する。 、上記コミュニ

賑

ティ・ワーキングスペ

わ

ースの利用状況等、Ｋ

う

ＰＩ管 登録を促進する

活

。 応えることができる

力

よう事務所の登録につ

あ

いても検討を行った。

る

理をしていく中で、判

ま

断することとなった。

ち

【成果指標達成状況】

づ

【成果指標達成状況】

く

・進出済工業･物流系

り

企業数については、市

企

民税課のデータから１

業

・市内に進出したオフ

誘

ィス系企業はなかった

致

。また、サテライトオ

課

０社が本市に進出して

政

いる。

フィス誘致事業

策

については、民間施設

体

の供給と需要を把握し

系

民業圧 ・工場用地バン

政

ク利用契約数について

　

は、目標値を下回り1

策

件のみ

迫にならないか

　

慎重に検討していくこ

名

ととした。 の登録であ

0

った。
基

・新しい働き

1

方環境整備費補助金利

企

用件数については、目

業

標を上回
本

った。
事

新

誘

たな産業拠点整 ・国道

致

５０号沿線開発（西側

を

エリア 取組方針 ■ 全て

促

達成 □ 一部未達成 □ 全

進

て未達成 取組方針 □ 全

し

て達成 □ 一部未達成 □

産

全て未達成
業

備の推進

業

）について、栃木県を

振

はじめとする 成果指標

興

■ 全て達成 □ 一部未達

で

成 □ 全て未達成 成果指

活

標 □ 全て達成 □ 一部未

力

達成 □ 全て未達成

関係

あ

機関との調整を進め、

る

事業化へ 【基本事業の

ま

取り組み方針達成状況

ち

】

の道筋をつける。 ・

づ

国道５０号沿線開発（

く

西側エリア）について

り

は、県産業政策課並

・

施

国道５０号沿線開発（

策

西側エリア びに企業局

主

、土地開発公社と連絡

管

調整を図るとともに、

課

地元町会や

）の事業内

長

容として、事業主体、

施

事 住民に対して説明会

　

を開催し、開発想定エ

策

リア内に存在する既存

　

事

業手法、課題整理等

名

を精査し、開発 業所等

0

に対する本整備事業に

2

対する意向調査を実施

企

した。

計画の具現化を

業

図る。 ・また、開発計

誘

画の具現化を図るため

致

基本計画の策定を行っ

の

た。

【成果指標達成状

促

況】

・現在本市におけ

進

る開発構想エリアにつ

田

いては国道５０号沿線

村

開発

における西側と東

　

側エリア、出流原PA

弘

周辺であるが、国道５

行

０号沿

線開発（西側エ

施

リア）を事業化し、基

策

本計画を策定した。

４

関

．施策の基本情報
社会

係

情勢変化、国・県の動

課

向、市民・議会意見等

政

施策の成果向上に向け

策

ての役割分担

・栃木県

調

では、新とちぎ産業成

整

長戦略において、令和

課

3年度から5年間で2

、

00haの産業団地整

産

備の目標が掲げ 市民 事

業

業所 行政

施 られ、本市

政

も候補地として位置付

策

けられている。 ・誘致

課

した企業に勤務する。

、

・雇用の創出・拡大に

都

貢献する。 ・産業団地

市

を造成し、企業を誘致

計

することに

策 ・市議会

画

からは、予てから予算

課

審査・決算審査要望に

１

おいて、「若年層の安

．

定的な雇用創出のため

施

、企業誘 ・市内に居住

策

すること若しくは市内

の

の企業に通 より、産業

目

の振興と雇用の拡大を

的

図る。

の 致を強化し、

と

出流原ＰＡ周辺総合物

成

流開発整備をはじめ、

果

国道50号沿線開発や

把

田沼・葛生地域におけ

握

る新た 勤することで、

こ

移住・定住、関係人口

の

、就業人

基 な産業団地

施

の調査及び開発に努め

策

られたい」との要望が

は

出されている。 口の増

、

に貢献する。

本 ・近隣

誰

市町においても、企業

、

誘致の競争が激化して

何

いる。

本

情

報

５．施策

を

全体の総括・今後の課

対

題・今後の方向性
施策

象

の成果実績と施策の基

と

本情報及び施策コスト

し

に関する全体総括 今後

て

の課題 今後の方向性

・

い

「オフィス系企業の誘

る

致」に関しては、デジ

か

タル田園都市国家構想

対

推進交付金を活用して

象

中心市街地エリアと 【

指

令和５年度で解決する

標

課題】 ①コミュニティ

単

・ワーキングスペース

位

の運営事業者と連携し

R

、利用企

新都市エリア

4

の２カ所に民間事業者

R

によるコミュニティ・

5

ワーキングスペースを

R

整備したが、市内に進

6

出したオ ・工場用地バ

R

ンクに関する要綱の見

7

直し 業の誘致や企業間

①

とのネットワークの推

市

進を進める。

フィス系

内

企業はなかった。 ・デ

に

ジタル田園都市国家構

進

想推進交付金を活用し

出

て整備したコミュニ ②

し

④地権者等の意向を踏

た

まえつつ、整備区域、

オ

事業主体、開発手法等

フ

・「企業誘致の推進と

ィ

支援」に関しては、市

ス

内に進出した産業系企

系

業数は３８社にとどま

企

っており、中核企業の

業

ティ・ワーキングスペ

の

ースのＫＰＩ管理 を決

推

定するとともに、令和

移

７年度の市街化区域編

か

入に向けて諸手続き

本

ら

社機能移転を促進する

、

ため、企業立地奨励制

誘

度等の見直し検討を実

致

施した。 ・見直しを行

の

った企業立地支援奨励

成

制度等の改訂 を進める

果

。

・「新たな産業拠点

①

整備の推進」に関して

市

は国道５０号沿線開発

内

（西側エリア）につい

に

て、県産業政策課並び

進

に ・国道５０号沿線開

出

発（西側エリア）の事

を

業推進のため、地権者

希

の合 ③地域未来投資促

望

進法に基づく重点促進

す

区域に関しては、本市

る

の各種

企業局、土地開

企

発公社と連絡調整を図

業

るとともに、地元町会

（

や住民に対して説明会

オ

を開催し、開発想定エ

フ

リア内 意形成を図ると

ィ

ともに、都市計画決定

ス

、農林調整に向けた資

系

料の作成 構想を踏まえ

）

位置付けを行っていく

①

。

に存在する既存事業

市

所等に対する本整備事

内

業に対する意向調査を

に

実施したほか、開発計

進

画の具現化を図るため

出

の ・重点促進区域にお

を

ける企業誘致

基本計画

希

の策定を実施した。今

望

後は、地権者の意向を

す

確認すると共に整備区

る

域や開発手法など整備

企

計画の具現化 【令和６

業

年度以降にも引き継が

数

れる課題】

をさらに進

（

める必要がある。 ①コ

オ

ミュニティ・ワーキン

フ

グスペース利用企業の

ィ

誘致

・本市に進出を望

ス

む企業の受け皿として

系

、市内植下町の約６５

）

haのエリアを、地域

社

未来投資促進法に基づ

0

く栃木 ②国道５０号沿

-

線開発（西側エリア）

-

に係る整備計画を決定

-

し、都市

県基本計画に

が

おける重点促進区域と

把

して位置付けた。 計画

握

等関係手続の推進、ス

で

ケジュールに沿った産

き

業団地整備

・令和４年

る

度決算額は183,9

こ

07千円で令和3年度

と

決算額と比較すると、

か

7,450千円の減で

ら

あった。その主な理由

指

と ③多くの企業の進出

標

に対応するため企業の

と

進出しやすい環境整備

し

しては、企業立地支援

て

事業費の減となってい

採

る。 【令和６年度重点

用

課題】

④国道50号沿

し

線開発に係る農振農用

た

地区域除外手続き及び

。

、都市計画

決定手続き

施

に向けた事前協議

策の目的
②市内に進出を希望する企業（産業系） ② 市内に進出を希望する企業数（産業系） 社 28 - - - ②市内に進出した産業系企業（個人事業主を含む）の推移

「対　象」
③産業振興拠点 ③ 産業振興拠点数 箇所 7 - - - を見ることにより、企業誘致全体の成果が把握できること

④ 成果指標 から指標として採用した。

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 ③産業団地に進出した企業数の推移を見ることにより、産

①オフィス系の企業誘致を促進する。 市内に進出したオフィス系企業数（累計） 目標 2 4 6 11 業系の企業誘致の成果が把握できることから指標として採
① 社

②産業系の企業誘致を促進する。 実績 0 - - - 用した。

③産業団地の造成を推進する。 市内に進出した産業系企業数（個人事業主 目標 100 102 104 106 ④分譲可能な面積を把握することにより、産業団地の造成
施策の目的 ② 社

含む） 実績 38 - - - の状態が把握できることから指標として採用した。
「意　図」

産業団地に進出した企業数（累計） 目標 99 99 99 100 ①


